
内閣府（防災担当）

資料１

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第３回）
令和６年７⽉１９⽇（⾦）

地震対策に関する東京圏の
⼈⼝構造及び都市構造の現状等





本⽇のワーキンググループでの議論に向けた事務局からの説明ポイント

■東京圏（※）の⼈⼝構造及び都市構造の現状と今後の⾒込み（代表例）
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○ 地震による被害は、ハザード（外⼒の強さ）、社会の脆弱性、曝露度合いとの兼ね合いで変わっ
てくるが、外⼒の強さをコントロールすることはできないため、「社会の脆弱性及び曝露度合いが
低減され、⾸都直下地震による被害・影響が減少している社会」を⽬標とする。

○ 前回の被害想定では、主に⼈的及び物的被害やその影響について取り上げていることから、まずは
「⼈⼝構造及び都市構造の現状と今後の⾒込み」を踏まえ議論（経済被害・影響は第５回以降）。

※ 東京圏︓「⾸都圏整備計画」（平成28年3⽉29⽇国⼟交通省公表）において定める東京都、埼⽟県、千葉県及び神奈川県のエリアをいう。

都市構造⼈⼝構造

・（⾼密度の建築物）東京都の住宅総数は全国最多。

・（空き家）東京都の空き家の総数は、全国２位。

・（⾼層マンション）東京圏で⼤きく増加。

・（⼈⼝動向）東京圏の総⼈⼝は、2030年に減少へ。
・（災害リスクの⾼い地域）揺れ、液状化影響の⾼い軟

弱地盤である地域等への居住。
・（⾼齢者）東京圏の⾼齢⼈⼝（65歳以上）は、

2050年までに全国と⽐べて⼤きく増加。
・（外国⼈）

［在留外国⼈］東京圏全体で増加傾向。
［訪⽇外国⼈旅⾏者］2019年には約3,200万⼈。

2022年10⽉以降、徐々に回復。

曝
露
度
合
い

・（インフラの⽼朽化）適切な維持管理の必要性。

・（マンション）在宅避難は、継続使⽤の可否判断が前提。

・（緊急輸送道路）沿道の建築物の耐震化取組中。

・（⾼齢者）要介護者の避難や避難⽣活の困難性。
他⽅、東京圏における介護職員等の不⾜。

・（外国⼈）⾔語・⽂化の壁による避難情報伝達の課題。
・（職住分離）「働く場所／学習する場所」と「居住地」が

離れた状態が広く存在。

社
会
の
脆
弱
性



【参考】ハザード、曝露、脆弱性の関係
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脆弱性

ハザード

曝露

リスク

○ ハザード︓⼈命の損失、負傷、健康被害、財産・インフラ・⽣活等の損害・損失をもたらしうる⾃然現象や、⼈為
的な物理現象。

○ 曝露︓ハザードによって悪影響を受ける可能性のある場所に、⼈や資産などが存在すること。
○ 脆弱性︓ハザードによる被害の受けやすさや、ハザードによる悪影響への対処・適応能⼒の⽋如。

出典︓IPCC（気候変動に関する政府間パネル） “Climate Change 2022: Impacts, Adaptation and Vulnerability Summary for Policymakers” から内閣府作成。
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg2/chapter/summary-for-policymakers/



東京圏の⼈⼝構造の現状等
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○ 東京圏の総⼈⼝は、2025年3,700万⼈をピークとして減少に転じ、2050年には3,520万⼈。
○ こうした中で、⽣産年齢⼈⼝率の低下(2025年:63.5％⇒2050年:57.1％)と⾼齢化率の増加

（同左:25.6％、同左:33.0％）が進⾏する⾒込み。

東京圏の⼈⼝動向 曝
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注︓2015年及び2020年は「国勢調査」、2025年〜2050年は「⽇本の地域別将来推計⼈⼝」による
資料︓「国勢調査」（不詳補完値）（総務省）、「⽇本の地域別将来推計⼈⼝」 （令和5（2023）年推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所）を基に内閣府防災作成



○ 東京都の災害リスクエリア内⼈⼝は2015年で約1,268万⼈(93.8%)、2050年には約1,276万⼈(95.1％)
となり、都内総⼈⼝に対する割合は1.3%増加すると予測されている。

○ このうち地震リスクエリア内⼈⼝は、2050年には（対2015年⽐）約10万⼈増加し、都内総⼈⼝に対する
割合も1.4%増加すると予測されている。

東京都における災害リスクエリアに居住する⼈⼝

出典︓国⼟交通省「都道府県別の災害リスクエリアに 居住する⼈⼝について」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf

曝脆
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※２

※２ 30年間で震度6弱以上となる確率が26%以上となる
エリア



神奈川県における災害リスクエリアに居住する⼈⼝ 曝脆
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○ 神奈川県の災害リスクエリア内⼈⼝は2015年で約839万⼈(92.0％)、2050年には約745万⼈(92.3％)と
なり、県内総⼈⼝に対する割合は0.3%増加すると予測されている。

○ このうち地震リスクエリア内⼈⼝は、2050年には（対2015年⽐） 約91万⼈減少するが、県内総⼈⼝に
対する割合は0.5%増加すると予測されている。

出典︓国⼟交通省「都道府県別の災害リスクエリアに 居住する⼈⼝について」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf

※

※ 30年間で震度6弱以上となる確率が26%以上となる
エリア



○ 千葉県の災害リスクエリア内⼈⼝は2015年で約612万⼈(98.4％)、2050年には約522万⼈(98.9％)とな
り、県内総⼈⼝に対する割合は0.5%増加すると予測されている。

○ このうち地震リスクエリア内⼈⼝は、2050年には（対2015年⽐） 約89万⼈減少するが、県内総⼈⼝に
対する割合は0.6%増加すると予測されている。

千葉県における災害リスクエリアに居住する⼈⼝

出典︓国⼟交通省「都道府県別の災害リスクエリアに 居住する⼈⼝について」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf

曝脆
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※

※ 30年間で震度6弱以上となる確率が26%以上となる
エリア



○ 埼⽟県の災害リスクエリア内⼈⼝は2015年で約667万⼈(91.8％)、2050年には約593万⼈(93.8％)とな
り県内総⼈⼝に対する割合は2.0%増加すると予測されている。

○ このうち地震リスクエリア内⼈⼝は、2050年には（対2015年⽐） 約67万⼈減少するが、県内総⼈⼝に対す
る割合は2.7%増加すると予測されている。

埼⽟県における災害リスクエリアに居住する⼈⼝

出典︓国⼟交通省「都道府県別の災害リスクエリアに 居住する⼈⼝について」
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf

曝脆
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※２

※２ 30年間で震度6弱以上となる確率が26%以上とな
るエリア



東京圏における⾼齢⼈⼝の将来推計
○ 東京圏の⾼齢⼈⼝（65歳以上）は、2050年までに全国(指数108)と⽐べて⼤きく増加（指数125）する

⾒込み。

曝脆

9出典︓総務省「令和２年国勢調査（不詳補完値による）」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来⼈⼝推計（令和５年推計）」により国⼟交通省国⼟政策局作成

2050年までの全国と東京圏の高齢人口の推移



地域別の⼊院・外来・介護需要の将来⾒込み

出典︓⽇本創成会議 [東京圏⾼齢化危機回避戦略] 図表集
http://www.policycouncil.jp/pdf/prop04/prop04_1.pdf

○今後の⾼齢化の進展により、⼊院・介護需要が増加する⼀⽅、外来は減少する。
○東京圏は、⼊院・介護需要の増加率が全国で最も⾼い。特に、介護需要の増加が著しく、埼⽟・千葉・神奈川県

では2025年からの15年間で30％弱の伸びが⾒込まれる。

脆
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○看護需要については、在宅医療ニーズを併せ持つ重度の要介護者や認知症⾼齢者が増加するなど、訪問看護
利⽤者数が平成13（2001）年から令和５（2023）年にかけて９.9倍となっている。

看護需要の増⼤ 〜訪問看護の拡⼤〜

11
出典：厚生労働省 「訪問看護療養費実態調査」（平成13年のみ８月、他は６月審査分より推計（令和５年６月審査分は速報値））、介護給付費等実態統計（各年５月審査分）
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/houmonkango_ryouyouhi.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/45-1.html

脆



都道府県別の看護職員の需給推計
○ 都道府県別でみた場合、東京圏等では依然として2025年の看護職員需要数が供給数を上回り、看護職員

不⾜が⾒込まれる。

脆

12出典︓厚⽣労働省 第２回看護師等確保基本指針検討部会 「看護師等（看護職員）の確保を巡る状況」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001118192.pdf



東京圏における介護職員の必要数

○ 東京圏において、2040年度までに約17.6万⼈の介護職員の追加確保が必要と予想されている。

出典︓厚⽣労働省「第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数（都道府県別）」を基に内閣府防災作成
https://www.mhlw.go.jp/content/12004000/001274768.pdf

脆
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※介護職員数とは近年の⼊職、離職の動向等による推計
（令和６年度以降に追加的に取り組む新たな施策の効果は基本的に含んでいない）。
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地域包括ケアシステム
○厚⽣労働省においては、２０２５年（令和７年）を⽬途に、⾼齢者の尊厳の保持と⾃⽴⽣活の⽀援の⽬的の

もとで、可能な限り住み慣れた地域で、⾃分らしい暮らしを⼈⽣の最期まで続けることができるよう、地域の包括的
な⽀援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進している。

出典︓厚⽣労働省 「地域包括ケアシステム」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/index.html

脆
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保健医療福祉調整本部（災害時の保健・医療・福祉活動の司令塔機能）

○「保健医療福祉調整本部」は、災害時における保健医療福祉活動に係る総合調整を担う組織として設置。
○関係機関との連携、情報収集・分析、避難所等で活動する保健医療活動チームの派遣調整等を実施。

脆

15出典︓内閣府防災担当「令和６年能登半島地震に係る検証チーム」（第３回）資料
https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team3_shiryo03.pdf



 オンライン診療は、対⾯診療と適切に組み合わせて実施することが基本です。
 適切な診療のため、⼀部の場合を除き、原則、かかりつけの医師が実施します。
※かかりつけの医師とは、⽇頃から直接の対⾯診療を⾏っているなど、すでに患者さんと適切

な関係がある医師のことをいいます。
 医師がオンライン診療による診療が適切でないと判断した場合には、利⽤できません。

オンライン診療の活⽤

出典︓厚⽣労働省 「オンライン診療について」
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_0024_00004.html

○スマートフォンやタブレット、パソコンなどを使って、⾃宅等にいながら医師の診察や薬の処⽅を受けることができる診療。
○2023年７⽉１⽇時点、情報通信機器を⽤いた診療に係る施設基準を届け出た医療機関数は、全国で8,531機

関、東京圏で3,313機関。

曝脆

17
16

情報通信機器を⽤いた診療に係る施設基準を
届け出た医療機関（令和５年７⽉１⽇時点）



○ ⽇本全体の在留外国⼈数は、2013（平成25）年からの10年間で約1.６倍と増加しており、上位５か国・
地域は、中国、ベトナム、韓国、フィリピン、ブラジルとなっている。

在留外国⼈数の推移（全国） 曝脆

18
17

国籍・地域別 在留外国⼈の推移（上位５か国・地域）在留外国⼈（総数）の推移

中国

ベトナム

韓国

フィリピン

ブラジル

出典︓出⼊国在留管理庁「令和５年６⽉末現在における在留外国⼈数について」
https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00036.html



○ 東京圏における在留外国⼈数は、2019年からの4年間で約18万⼈増(14.９％増)。

○ その多くは、東京都に集中しており、2023年末時点で約66.3万⼈。

東京圏の在留外国⼈の推移 曝脆

19
18出典︓出⼊国在留管理庁「令和５年末現在における在留外国⼈数について」から内閣府においてグラフ作成

https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00040.html
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○ 訪⽇外国⼈旅⾏者数は、令和元(2019)年までは過去最⾼を更新していたが、2020(令和2)年に⼊ってからは
新型コロナウイルス感染拡⼤に伴い、年間を通じて⼤きく減少。

○ 2022(令和4)年6⽉の外国⼈観光客の受⼊れ再開後、同年10⽉の⽔際措置の⼤幅緩和等により徐々に回
復しはじめ、2023年に⼊ってからは東アジアを中⼼に⼤きく増加し、同年10⽉には2019年同⽉を超え、年間
では2,507万⼈となった。

訪⽇外国⼈旅⾏者の動向 曝脆

19資料︓⽇本政府観光局「訪⽇外客統計」に基づき内閣府作成。https://www.jnto.go.jp/statistics/data/visitors-statistics/



○ 訪⽇外国⼈旅⾏者は、下記のような違いがあり、災害の現象や災害を表す⾔葉を知らない可能性があることを前
提に対応が必要。

○ 具体的には、災害時に⽇本語で発信された情報が、正確に外国語に翻訳されたとしても、外国⼈旅⾏者に、その意
味が正しく伝わらないことがあるため、その状況で安全を確保するための⾏動を促す表現に⾔い換えることが重要。

訪⽇外国⼈旅⾏者の状況① 〜地域住⺠等との違い〜 脆

20出典︓富⼭県「「外国⼈旅⾏者の安全確保に関するガイドライン」」
https://www.pref.toyama.jp/140113/miryokukankou/kankoutokusan/kankou/guideline4.html



○ 訪⽇外国⼈に地震発⽣時に困ったことを尋ねたところ、「停電で情報が得られなかった」「停電でスマートフォンの
充電などが困難だった」（67.0％）と、情報⼊⼿等に関する回答が最も多かった。

訪⽇外国⼈旅⾏者の状況② 〜情報の必要性〜 脆

21

＜地震発⽣時に困ったこと＞

株式会社サーベイリサーチセンター「北海道胆振東部地震における訪⽇外国⼈旅⾏者の避難⾏動に関する調査」
https://www.surece.co.jp/research/2491/



災害多⾔語⽀援センター 脆

22

○災害時には、迅速かつ正確な情報が求められるが、⾔語の壁があると情報が届きにくくなる。
○災害多⾔語⽀援センターは、⽇本語が理解できない外国⼈に対して、彼らの⺟国語で、避難指⽰、避難所の場所、

医療機関の情報、⾷料や物資の配布情報など、重要な情報を適切に伝えることができる。

出典︓⼀般財団法⼈⾃治体国際化協会「災害多⾔語⽀援センター設置運営マニュアル2009」
https://clair.or.jp/j/multiculture/c2a5d9a0e2cd77189cd9bd058658ad09_3.pdf



10

災害多⾔語⽀援センターと関係団体の連携
○⼤規模災害が発⽣した際に設置される「災害多⾔語⽀援センター」における外国⼈被災者への⽀援イメージは、次

のとおり。
○１都３県において、災害時には、地域国際化協会と連携して災害時多⾔語⽀援センター（⾃治体によって名称は

異なる。）が設置できるよう、地域防災計画上への明記や協定締結等、事前準備がされている。

脆

24
23

災害時の外国⼈⽀援（全体イメージ） ※設置主体が都道府県の場合

出典︓⾃治体国際化協会「防災・減災のための多⾔語⽀援の⼿引き2023」
https://clair.or.jp/j/multiculture/docs/00_tebiki_1.pdf



訪⽇外国⼈観光客向け災害時情報提供アプリ〜Safety tips〜 脆

24

〇令和6年6⽉現在の⽉間アクティブユーザー数は約5万⼈で、能登半島地震の際には約12万⼈が利⽤。
〇利⽤者の国や⾔語設定の分析から、旅⾏者だけでなく在留外国⼈も利⽤。東京都を設定しているユーザーは全体

の約40%で、英語が最も多く使われている。

出典︓観光庁「訪⽇外国⼈観光者⽤災害時に役⽴つツール」
https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/810002936.pdf



○ 観光庁では 2021年3⽉に「⾮常時における訪⽇外国⼈旅⾏者対応マニュアル作成のための指針」を策定した。
○ 観光危機管理計画は、災害時に観光客や観光産業に影響を及ぼすリスクを最⼩化するために策定される計画。
○ ⾃治体や観光関連事業者が減災対策や避難誘導策などを講じることで、外国⼈旅⾏者が不安なく旅⾏できる

環境を整備することを⽬指している。

訪⽇外国⼈旅⾏者対応 〜観光危機管理計画〜

1.避難誘導策の整備: 
災害時に適切な避難誘導を⾏うため、避難経路の設定やサインの設

置、避難訓練の実施など。
2.観光施設の耐震化・防災対策: 
死傷者を減らすため、観光施設・宿泊施設の耐震化や、⾮常⽤品

の備蓄、避難場所の確保などの防災対策。
3.外国⼈旅⾏者向けの情報提供:
災害時に外国⼈旅⾏者に対して適切な情報を提供するため、外国

語での避難情報や安否確認⽅法の案内など。
4.観光業者等との連携:
迅速な情報共有や協⼒体制を整備するため、観光施設の運営者や

観光協会との連絡網の構築。
5.観光客への安全意識向上: 
観光客に対して災害時の⾏動指針や安全対策について啓発するた

め、パンフレットやウェブサイト、SNSなどを活⽤した情報発信。

脆
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<観光危機管理計画中の具体的な対策例>

⼩樽市、秋⽥県、⾼⼭市、由布市、沖縄県、那覇市、沖縄市、⽷満市、南城市、⽯垣市 など
<観光危機管理計画を策定している⾃治体>

出典︓国⼟交通省観光庁「観光危機管理計画策定事例」HP（最終更新⽇︓2024年3⽉22⽇）
https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/jizoku_kankochi/anzenkakuho/inbound/taioryoku/kikikanri.html

出典︓国⼟交通省観光庁「災害時の対応⼒強化に関する取組」HP（最終更新⽇︓2024年3⽉22⽇）中から内閣府防
災作成
https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/jizoku_kankochi/anzenkakuho/inboun
d/taioryoku.html

出典︓国⼟交通省観光庁「観光危機管理計画等作成の「⼿引き」」
https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001471338.pdf



東京圏の職住等の分離 〜「働く場所／学習する場所」と「居住地」の分離〜

出典︓東京都「東京都昼間⼈⼝の予測」 予測結果の概要
https://www.toukei.metro.tokyo.lg.jp/tyosoku/ty20rf0002.pdf

脆
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〇2040年には、都外から東京都内への通勤・通学移動者は263万９千⼈であるなど、東京圏には職住等の分離
（「働く場所／学習する場所」と「居住地」が離れた）の状態が広く存在。

〇この状態は、帰宅困難者の数の増⼤を助⻑するとともに、避難⽣活と仕事／学習の両⽴が困難になり、勤務継続
の困難（事業継続への影響）等につながる可能性。



○この10年（平成24年〜令和4年）で、夫婦等から成る世帯の共働きの割合は、全国、東京圏とも、下表のいず
れの家族類型（①〜④）においても増加。特に③の夫婦と⼦供から成る世帯では、共働きの数も増加。

○また、東京圏では、共働きで６歳未満の⼦供がいる世帯が1.27倍に増加（専業主婦世帯で6歳未満の⼦供がい
る世帯は⼤きく減少）。また、全国に占める東京圏の割合は26.0％から30.7％に増加。

東京圏における共働き世帯の増加 曝脆

27資料︓総務省「就業構造基本調査」をもとに内閣府で作成。

■共働きで６歳未満の⼦供がいる世帯（東京圏）

■⼀般世帯のうち夫婦等から成る世帯の共働きの割合（東京圏）

資料︓総務省「就業構造基本調査」をもとに内閣府で作成。

資料︓総務省「就業構造基本調査」をもとに内閣府で作成。

■専業主婦世帯で６歳未満の⼦供がいる世帯（東京圏）

平成２４年 令和４年
①夫婦のみの
世帯
(うち共働き)

②夫婦と親か
ら成る世帯
(うち共働き)

③夫婦と⼦供
から成る世帯
(うち共働き)

④夫婦、⼦供
と親から成る
世帯

①夫婦のみの
世帯
(うち共働き)

②夫婦と親か
ら成る世帯
(うち共働き)

③夫婦と⼦供
から成る世帯
(うち共働き)

④夫婦、⼦供
と親から成る
世帯

11,201 960 14,273 2,114 11,816 717 12,799 1,122
全国 (3,626) (536) (7,347) (1,461) (4,197) (439) (7,971) (855)

32.4% 55.8% 51.5% 69.1% 35.5% 61.2% 62.3% 76.2%
3,175 159 4,343 352 3,387 109 3,965 164

東京圏 (1,063) (76) (2,099) (212) (1,227) (64) (2,425) (121)
33.5% 47.4% 48.3% 60.4% 36.2% 58.5% 61.2% 73.9%

単位︓
千世帯

単位︓
千世帯 平成24年（A） 令和4年（B） B / A

全国 2,050 2,202 1.07 倍
東京圏 533 26.0% 676 30.7% 1.27 倍
東京都 198 9.7% 270 12.3% 1.37 倍

神奈川県 128 6.3% 163 7.4% 1.27 倍
千葉県 95 4.6% 112 5.1% 1.18 倍
埼⽟県 112 5.5% 131 6.0% 1.17 倍

単位︓
千世帯 平成24年（A） 令和4年（B） B / A

全国 2,272 932 0.41 倍
東京圏 734 32.3% 311 33.3% 0.42 倍
東京都 235 10.3% 101 10.8% 0.43 倍

神奈川県 209 9.2% 83 8.9% 0.40 倍
千葉県 131 5.8% 49 5.2% 0.37 倍
埼⽟県 160 7.0% 78 8.3% 0.49 倍



テレワークの普及

出典︓国⼟交通省 「令和５年度 テレワーク⼈⼝実態調査－調査結果」
https://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/content/001735166.pdf

○⺠間企業のテレワークは、2020 （令和２）年の新型コロナウイルス感染症の拡⼤後、急速に導⼊が進展。
○令和5年度調査では、雇⽤型就業者のテレワーカー（雇⽤型テレワーカー）※１の割合は、全国で 24.8％となり、

全国的に減少傾向である⼀⽅で、2020年以前よりは⾼い⽔準を維持しており、特に⾸都圏では、約4割の⽔準を
維持している。

○2021（令和３）年以降の直近１年間のテレワーク実施率※２は、全国どの地域においても減少傾向であるが、
2020年以前よりは⾼⽔準であり、 ⾸都圏の2023(令和５)年の1年間では28.0％。

※１ 雇⽤型就業者のうち、これまでテレワークをしたことがある⼈
※２ 雇⽤型就業者のうち、各調査年度において直近1年間にテレワークを実施しているテレワーカーの割合

曝
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脆



災害等の⾮常時における児童⽣徒に対する学習指導について 曝脆

出典︓⽂部科学省 「遠隔教育システムの効果的な活⽤に関する実証成果報告会」
https://www.mext.go.jp/content/20210308-mxt_jogai02-000010043_001.pdf

○学校教育は教師と児童⽣徒との関わり合いや児童⽣徒同⼠の関わり合い等を通じて⾏われるものであることを踏まえ、
平常時から⾮常時を想定した備えをしておくことが重要とされている。

29



関係⼈⼝の状況等①
○三⼤都市圏の18歳以上の居住者（約4,678万⼈）のうち、約18％（約861万⼈）が関係⼈⼝として、⽇常

⽣活圏、通勤圏等以外の特定の地域を訪問している。【新型コロナウイルス感染症拡⼤直前】。
○⾸都圏都市部に居住している関係⼈⼝でない⼈については、約６割が地⽅部での居住経験がない⼀⽅、⾸都圏

都市部に居住し、三⼤都市圏以外の地⽅部を訪問している関係⼈⼝については、半数以上の出⽣地が地⽅部と
なっており、地⽅部に居住経験がある⼈が地⽅部に関わる関係⼈⼝となる可能性が⾼い。

曝

※関係⼈⼝︓移住した「定住⼈⼝」でもなく、観光に来た「交流⼈⼝」でもない、地域と多様に関わる⼈々を指す。

出典︓国⼟交通省「ライフスタイルの多様化と関係⼈⼝に関する懇談会」最終とりまとめ（令和3年3⽉）
https://www1.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000110.html 30

注︓本設問では、特に期間を設けず、「過去に関わりがあったか」を質問している。



関係⼈⼝の状況等② 曝

出典︓国⼟交通省「ライフスタイルの多様化と関係⼈⼝に関する懇談会」最終とりまとめ（令和3年3⽉）
https://www1.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000110.html

○⾸都直下地震等が発⽣した場合、関係⼈⼝として地⽅に関わり先がある都市住⺠は、関わり先に⼀時的に避難す
ることが可能となることに加え、関わり先の地域住⺠が被災地での災害ボランティアに参加することや、関係⼈⼝に対
して救援物資を送付することが期待。

○さらに、都市部に地域内関係⼈⼝が存在する場合には、相互扶助による⽀援が期待。

関係⼈⼝と地域との関わり

関係⼈⼝の多⾯的機能
（都市部において⾵⽔害、震災等の⾃然災害が発⽣）

31



⼆地域居住の推進
○⼆地域居住等を実施する者は全国で約701万⼈と推計。このような⼆地域居住等実施者の中には「災害時の避難

先」をメリットとして上げる者も⼀定程度存在。

曝

■国⼟審議会推進部会移住・⼆地域居住等促進専⾨委員会
中間とりまとめ（令和6年1⽉9⽇公表、令和6年1⽉19⽇追記）

出典︓国⼟交通省「⼆地域居住に関するアンケート」（インターネット調査、令和4年8⽉31⽇〜9⽉12⽇）
注︓本調査では、⼆地域居住等を⾏っている地域の有無を質問のうえ、１泊以上の滞在を年に２回以上

実施している者を⼆地域居住等実施者としている。

■⼆地域居住等実施者数について

出典︓内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における
⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（令和５年４⽉）

32



東京圏の都市構造の現状等

33



⾸都「東京」の地震リスク

出典︓国⼟交通省資料
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/renrakukaigi/dai01kai/doc4.pdf

曝脆
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○南関東地域の直下でプレートの沈み込みに伴い発⽣するマグニチュード７程度の地震が発⽣する確率は、今後30年
以内に70%程度とされている。（※）

○⼭⼿線外周部を中⼼とした⽊造住宅密集地域において、多くの⽊造住宅が焼失する恐れがある。
○⾸都直下地震の被害想定では、東京において市街地⽕災の多発と延焼による被害が⼤きい。

※地震調査研究推進本部による評価。



密集市街地の不燃化に関するこれまでの取組

出典︓国⼟交通省資料
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/renrakukaigi/dai01kai/doc4.pdf

曝脆

35



地震時に著しく危険な密集市街地の整備改善の状況 曝脆

36出典︓国⼟交通省提供資料

【地震時等に著しく危険な密集市街地（H24年10⽉公表）】 【地震時等に著しく危険な密集市街地の⾯積の推移】

○ 「地震時等に著しく危険な密集市街地」 ※は平成23年の設定時点で5,745ha存在していたが、整備改善が進み、
令和5年度末時点では、1,662haに減少し、13年間で約4,000haの危険な密集市街地が解消された。
※ 密集市街地のうち、延焼危険性や避難困難性が特に高く、地震時等における最低限の安全性が確保されていない、著しく危険な密集市街地

○ 引き続き、「地震時等に著しく危険な密集市街地」の安全性の向上に取り組むことが必要



総住宅数

総住宅数－都道府県（2023年）

出典︓e-Stat 政府統計の総合窓⼝ 「住宅・⼟地統計調査/令和5年住宅・⼟地統計調査/住宅数概数集計」 を基に内閣府にて作成
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200522&tstat=000001207800&cycle=0&tclass1=000001207805&stat_infid=000040176386&tclass2val=0

曝
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［⼾］

総住宅数（2023年）

○総住宅数を都道府県別にみると、東京都が820万⼾と最も多く、次いで⼤阪府が493万⼾、神奈川県が477万⼾
などとなっている。

○マンションを含む「共同住宅」の居住者数については4割を超える。

総数 共同住宅（うち、持
家・⺠間賃貸）

埼⽟県 7,204,956 2,163,745 30.03%
千葉県 6,166,145 1,942,192 31.50%
東京都 13,839,178 7,061,531 51.03%
神奈川県 9,059,878 3,775,392 41.67%
合計 36,270,157 14,942,860 41.20%

〇令和2年国勢調査 共同住宅（うち、持ち家・⺠間賃貸）⼀般世帯⼈員（⼈）
【東京圏】



東京都における液状化危険度分布図

出典︓国⼟地理院 重ねるハザードマップを使⽤して内閣府で作成
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/?ll=35.496456,138.782043&z=10&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0

曝脆
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神奈川県における液状化危険度分布図

出典︓国⼟地理院 重ねるハザードマップを使⽤して内閣府で作成
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/?ll=35.496456,138.782043&z=10&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0

曝脆
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埼⽟県における液状化危険度分布図

出典︓国⼟地理院 重ねるハザードマップを使⽤して内閣府で作成
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/?ll=35.496456,138.782043&z=10&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0

曝脆
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千葉県における液状化危険度分布図

出典︓国⼟地理院 重ねるハザードマップを使⽤して内閣府で作成
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/?ll=35.496456,138.782043&z=10&base=pale&vs=c1j0l0u0t0h0z0

曝脆
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東京圏におけるマンションの現状 曝脆

○東京都では、平成25（2013）年末から令和3（2021）年末の８年間で、３０階以上の⾼層建築物が
25％増加。

東京都における30階以上の⾼層建築物数の推移

42出典︓東京消防庁「第62回（平成21年分）・第66回（平成25年分）・第70回（平成29年分）・第74回（令和3年分）東京消防庁統計書⼀覧」を基に内閣防災作成
https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/hp-kikakuka/toukei/



迅速な被災建築物判定⼿法等に関する研究

出典︓国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、国⽴研究開発法⼈建築研究所「デジタルデータを活⽤した建築物の被災判定による迅速な 復旧促進」
https://www8.cao.go.jp/cstp/prism/seika/kensetu_r3/infra11.pdf
https://www.kenken.go.jp/japanese/contents/publications/annual/reiwa/r5-pdf/part1/outside2-1.pdf

○ 地震により被害を受けた建物について、既存住宅の継続使⽤性を速やかに判断し、戻り⼊居による避難者数の削
減や、借上型仮設住宅等としての活⽤が必要。

○ しかし、被災建築物の損傷程度の把握は、専⾨家の⼈⼒に依拠し、多くの時間を要している。
○⼤地震時の膨⼤な量の被災建築物の判定を迅速に⾏うことを⽬的として、AI、IoT 技術等を活⽤した⼈⼒のみに

依拠しないシステムについて、PRISM（官⺠研究開発投資拡⼤プログラム）において研究が進められた。
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【PRISM事業】 「迅速な被災建築物判定⼿法及びデータプラットフォームの構築に関する研究」



東京とどまるマンション普及促進事業

出典︓東京都 「東京とどまるマンション普及促進事業」
https://www.mansion-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/kanri/02lcp-touroku/02fukyusokushin.html

防災備蓄資機材分 類
スタンドパイプ、可搬式消⽕ポンプ初期消⽕に使⽤する資器材
階段避難⾞、救急セット、担架、リヤカー、はしご、
⼯具、救助⽤品（ジャッキ・ロープ）、ＡＥＤ、⽑布、
ヘルメット、懐中電灯、仮設テント

救出・救護に使⽤する資器材

トランシーバー、メガホン、ラジオ情報連絡に使⽤する資器材

簡易トイレ、エレベーター⽤防災キャビネット、給⽔タンク、
炊き出し器、発電機、蓄電池、投光器、カセットボンベ（発電機⽤）、
太陽光パネル（蓄電池⽤）、養⽣シート、安否確認マグネット
※ 設置⼯事を伴う据置型の発電機、蓄電池、太陽光パネルは除く。

⽣活継続に使⽤する資器材

別表1に掲げるものを除き、１品当たりの単価が1,000円未満（消費税及び地⽅消費税
は除く。）となる防災備蓄資器材の購⼊は対象外

【別表第1】 補助の対象となる資器材は別表1に掲げるもの⼜は知事が認めるもの

○東京都では、災害による停電時でも、⾃宅での⽣活を継続しやすいマンションを「東京とどまるマンション」として、登録・
公表し、普及を図っている。

○「東京とどまるマンション」に登録している分譲マンションの管理組合や賃貸マンションの所有者等を対象に、防災備蓄
資器材を購⼊する費⽤を補助している。
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東京圏の空き家の増加 曝脆

45

出典︓総務省報道資料「令和５年住宅・⼟地統計調査 住宅数概数集計（速報集計）結果」
令和６年４⽉30⽇
https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2023/pdf/g_kekka.pdf#page=4

○全国に存在する空き家の３／４超が1980（昭和55）年に以前に建築された旧耐震基準の建物であり、また 居
住⽬的がない空き家のうち「腐朽・破損あり等」の住宅は2013年に全国で105.5万⼾まで増加。

○建物は、適切に管理されず⻑期間放置されると、建物の劣化が進み、部材の落下、⾶散、倒壊の危険、防災⾯、防
犯⾯、衛⽣⾯などの周辺への悪影響をもたらす。

○東京圏における空き家率のうち「賃貸・売却⽤及び別荘・セカンドハウスを除く空き家率」は、2023年では、東京都が
2.6%（21.5万⼾）、埼⽟県が3.9% （13.8万⼾） 、千葉県が5.0%（15.8万⼾）、神奈川県が3.2%
（15.1万⼾）と全国平均の5.9％（全国の総数385万⼾）と⽐較して低い率であるが、2018年からの5年間で
－0.1%から0.3%ポイントと全体的には徐々に伸びている。

［％］

【賃貸・売却⽤及び別荘・セカンドハウス（※）を除く空き家率】【空き家の建設時期】
（空き家所有者に対する調査。利⽤現況が賃貸・売却⽤及び別荘・セカンドハウスを除く。）

【出典】:令和元年空き家所有者実態調査（国⼟交通省）

出典︓国⼟交通省 社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 空き家対策⼩委員会
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001586072.pdf

※出典資料上は「⼆次的住宅」とされているところ、国⼟交通省「空き家所有者
実態調査」の表記に合わせたもの。



（上⽔道）⽔道基幹管路の耐震適合率（都道府県）

出典︓国⼟交通省提供資料

○全国の耐震適合性のある⽔道基幹管路の割合は42.3％にとどまっており、事業体間、地域間でも⼤きな差があるこ
とから、全体として底上げが必要な状況である。

○東京圏は、１都３県が全国平均の42.3％を超えている。
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令和４年度末現在

⽔道基幹管路の耐震適合率（都道府県別） ※ は東京圏



（下⽔道）主要な下⽔道管路における耐震化率（都道府県別）
○全国の主要な下⽔道管路における耐震化率は、令和４年度末現在、約56％にとどまっており、事業体間でも⼤き

な差があることから、全体として底上げが必要な状況。
○東京圏は、東京都と千葉県が全国平均の56％を超えているが、全体として底上げが必要であることは同様。

脆
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※ 下⽔道の「主要な管路」とは、処理場・ポンプ場に直結する管路、避難所などの重要施設から排⽔を受ける管路の他、
流域幹線の管路、緊急輸送路下等に埋設されている管路を含む。

令和４年度末現在主要な下⽔道管路の耐震化状況（都道府県別） ※ は東京圏



（道路）緊急輸送道路（法的な位置づけ） 脆

出典︓国⼟交通省提供資料 48



緊急輸送道路（東京都⼼部の例）

出典︓国⼟交通省「道路防災情報WEBマップ」
https://www.ktr.mlit.go.jp/honkyoku/road/doro_bosaijoho_webmap/main/
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水色：第１次緊急輸送道路ネットワーク
>県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡する道路

緑色：第２次緊急輸送道路ネットワーク
>第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点（行政機関、公共機関、主要駅、港湾、ヘリポート、災害医療拠点、自衛隊等）を連絡する道路

茶色：第３次緊急輸送道路ネットワーク
>その他の道路



避難路沿道建築物の耐震化（2023年３⽉末） 脆

出典︓国⼟交通省「要安全確認計画記載建築物の耐震診断結果の公表状況」
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001726393.pdf

〇地⽅公共団体が指定する避難路等
の沿道建築物及び都道府県が指定
する災害時に公益上必要な建築物
で、耐震診断の実施が義務。

〇所有者は、耐震診断結果を地⽅公
共団体が定める⽇までに所管⾏政
庁に報告する必要。

〇報告を受けた所管⾏政庁は、報告
期限ごとに取りまとめて、ホームページ
等により結果の公表を実施。

要安全確認計画記載建築物とは

50

〇災害時の救急救命活動や復旧⽀援活動を⽀えるため、緊急輸送道路等の避難路沿道建築物について、耐震化を
推進。

〇平成25年に改正された耐震改修促進法において、地⽅公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築
物のうち以下に該当するものについて、耐震診断の義務化及び耐震診断結果の公表を規定。

・倒壊した場合において、前⾯道路の過半を閉塞する恐れのある建築物（⾼さ６mを超えるもの）
・ただし、地⽅公共団体が状況に応じて規則で別の定めをすることが可能



⾸都直下地震道路啓開計画 〜⼋⽅向作戦〜

出典︓国⼟交通省提供資料
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加速度的に進⾏するインフラ⽼朽化

出典︓国⼟交通省提供資料

○⾼度経済成⻑期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下⽔道、港湾等について、建設後50年以上経過する
施設の割合が 加速度的に⾼くなる。
※ 施設の⽼朽化の状況は、建設年度で⼀律に決まるのではなく、⽴地環境や維持管理の状況等によって異なるが、ここでは便宜的に建設後50年で整理。

〇⾸都圏の道路橋梁（橋⻑２m以上）については、令和 4（2022）年３⽉末時点で、９割以上が地⽅公共団
体の管理であり、緊急⼜は早期に措置を講ずべき状態の橋梁も多く存在（⽐率が⾼い県で約1割）（下記右図）。
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＜⾸都圏の橋梁点検結果（平成26年度〜令和元年度・
地⽅公共団体管理分＞

出典︓国⼟交通省「令和４年度 ⾸都圏整備に関する年次報告」
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001614261.pdf

＜建設後50年以上経過する社会資本の割合(2023年3⽉時点)＞



「予防保全」への転換による維持管理コストの縮減

出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf

○施設の機能や性能に不具合が⽣じてから対策を⾏う「事後保全」から、不具合が発⽣する前に対策を⾏う「予防保
全」への転換により、増加する維持管理・更新費の縮減を図ることが重要。

○予防保全により縮減した場合も、30年後の維持管理費は現在の約1.3倍必要となる⾒込み。
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インフラの維持管理に係る体制の不⾜
○ 市町村全体の職員数は、2005年度から2021年度の間で約9%減少、特に⼟⽊部⾨の職員数の減少割合は約

14%であり、市町村全体の職員数の減少割合よりも⼤きくなっている。
○ 市町村全体の約５割で、技術系職員が5⼈以下（東京圏においても東京都内以外は同様の傾向）となっており、

メンテナンス体制の不⾜が顕著である。
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54出典︓国⼟交通省「新たな暮らし⽅に適応したインフラマネジメント 〜インフラ集約・再編の推進に向けて〜」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/infra/content/001705927.pdf



⾸都直下地震対策検討WG（第３回）議論のポイント
○ 地震による被害は、ハザード（外⼒の強さ）、社会の脆弱性、曝露度合いとの兼ね合いで変わってくる

が、外⼒の強さをコントロールすることはできないため、⾸都直下地震による被害・影響の減少は、
社会の脆弱性及び曝露度合いの低減を⽬指して新たな地震対策に取り組むことが必要。

○ その場合、前述の⼈⼝構造及び都市構造を踏まえると、東京圏の課題は、具体的にどのようなものがあるか。
○ また、10〜20年後のそのような社会を⾒据えた時に、取り組むべき新たな地震対策の⽅向性とはどのようなものか。
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○ ⾸都直下地震により東京圏で特に課題となると想定されるのは、次のとおり。
＜⼈⼝構造＞

✓ 揺れ、液状化影響の⾼い軟弱地盤である地域等への居住
✓ 今後も増加が⾒込まれる要配慮者（⾼齢者、外国⼈）への対応
✓ 応急対応時の担い⼿不⾜（看護師、介護⼠、技術系職員の不⾜）
✓ 停電・断⽔等を余儀なくされた⾼層マンションでの避難⽣活
✓ 職住分離等により居住地に残した児童等の⽣活サポート

＜都市構造＞
✓ 密集市街地や液状化リスクの⾼い⼟地における膨⼤な住宅等への対応
✓ ⾼層建築物（30階以上）の増加に対する在宅避難対策等
✓ 災害応急対策の⼟台となる緊急輸送道路等の機能確保
✓ 社会基盤や⽣活基盤の⼟台となるライフライン・インフラ機能の確保

他に
どのような
課題が
考えられるか

取り組むべき新たな地震対策の⽅向性は
どのようなものが考えられるか


